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(舩橋晴俊,2011,「災害型の環境破壊を防ぐ社会制御の探究」『環境社会学研究』Vol.17:191-195)

［１］地域独占、発送電統合、総括原価方式による売電価格決定、電源三法交付金という制度的

枠組。このような制度的枠組みは、競争を排除する形で、巨大な経済力を電力会社や日本原燃の

ような原子力事業を担う企業に保証するとともに、エネルギー政策の担い手である経済産業省に

も、毎年の予算査定に左右されない巨額の経済資源の操作を可能にしている。この経済力は、原

発マネーや核燃マネーとも呼ばれる。

［２］経済力の情報操作力、政治力への転化。電力会社や経済産業省の有する巨大な経済力は、

情報操作力と政治力に転化してきた。電力会社の巨額な宣伝費、広告費は有名人や専門家を使用

した世論操作を可能にし、また、政治資金の提供を通して、利害要求の代弁者である政治家を生

み出し操作してきた。原発震災後に、九州電力の「やらせメール」問題が発覚し、公開シンポジ

ウムにおいて、原子力安全・保安院が、電力会社などを通しての参加者の動員と意見表出の操作

をしていることが露見した。このような過程は、「同化的情報操作」と言うべきであり、経済力
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がそれを生み出す基盤となっている。

［３］原子力複合体の形成と存在。「原子力複合体」とは原子力利用の推進という点で利害関心

を共有し、原発などの原子力諸施設の建設や運営を直接的に担ったり、間接的に支えている各分

野の主体群、すなわち、産業界（電力会社、原子力産業）、官界、政界、学界、メディア業界な

どに属する主体群の総体である。原子力複合体は、その文化風土の前近代性を強調するならば、

「原子力村」と呼ぶこともできる。原発マネーや核燃マネーは、原子力複合体の強力な形成根拠

となっている。同時に、原子力利用の推進主体と安全規制の担い手主体が制度的・組織構造的に

分離せず、また人脈的にも融合した形になっており、安全確保のための規制は骨抜きになったり

空洞化したりしてきた。

［４］主体形成と制度的的枠組形成の相互循環的補強。原子力複合体を構成する諸主体は一群の

制度的枠組み条件のもとで、絶えず経済力を補強されつつ再生産されている。同時に、これらの

主体は自らの利害を防衛するために、強大な情報操作力や政治力を生かして、上述のような制度

的枠組み条件を擁護してきた。主体と制度的構造は相互循環的に補強し合い、硬直的な意志決定

と批判拒絶、原子力複合体以外の主体の介入を排除してきた。
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図４ 科学的検討の場の分立・従属モデル

図５ 科学的検討の場の統合・自律モデル
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